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経済学研究 49…I
北海道大学 1999.6

く研究ノ同時ト〉

輸入，産業組織と競争政策

増田辰良

1.はじめに

展内の競争秩序を維持する は独占禁止

政策のみならず，競争主体会増やしたり，

くするなどの「議髄援和政策j

f車会入促進政策jなど

独禁政策を中心に考えるならば，お該政策はこ

うした政策と代替的な関係にあったり，補完的

な罷謀にあったりしながら競争秩序を維持して

いる。

本格は輸入が我が悶産業績識に与えた効巣と

輸入急増期における独禁政策について考察する

ことである。輪入が器内の産業総織に与えた効

果を分析している既存の研究成巣によれば，

入が増えても高位集中度募出市場あるいは品話

においては依然として寡占的弊害〈価格の下方

高金集中震の安定性〉が持続していた。

つまり，園内市場の競争秩序を維持するという

ことからすれば，輪入は独禁政策と代替的な鵠

係にはなっていなかった。このことは輸入の増

加によって競争秩序を維持するには独禁政策が

それそ補完する必婆のあることを示唆している。

例えば，輸入の増加にともなう競争の強化に対

5ちするために企業が行う譲諜的あるいは競争観

限的な行数〈錨橋カルテルや絞引上の拘束な

があれば，独禁致葉でもってそれを排除する必

る。

総入が増えているときの補完的な独禁政策の

効巣については対内的には公正車引委員会によ

る事件処習状読をみることによって確認できる。

毘時にこのことによって輸入の増加に対し

拘企業がどう許認〈反応〉してきたかという制

も知ることができる。対外的には強禁法第

6条に基づく間際契給のうち，とりわけ屋内の

競争市場に直接影響を与える f対内契約」

出状況や会取委によるそれへの指導内容ぞみる

ことによって確認できる。またこのことによっ

て，国内企業が外鰭金業と連携して関内市場で

の議争優故性宅をいかに確保しようとしているの

かという繍誼についても知ることができる。つ

まり，公駁委による事件処理状況や盟嬢契約，

その指導内容をみるこ&によって犠入の増加期

における対内麟争の強化に対する企業の対J;t振

りを知ることができる。

次第では，我が国をとりまく世界の貿易環壊

の中での総入の状況や貿易構造について概観す

る。 3節では，輸入が我が悶産業種畿に与えた

議泉去を分析している既存の研究例をその分析対

象年/1震に竣寵する。その結果によれば輪入が増

えても我が識の康業組織は依然として寡占的弊

害を残していた。 4節， 5飾では主として1985

年〔プラザ合意〉以降の製品輸入の急増期にお

ける独禁法違反事件の処理状況と悶際契約，と

くに「対内契約Jに関する掻導内瀧ぞみること

により，絵入の想、増に対する企業の対応振りを

明らかにする。その結果，企業はカルテlレ，価

格拘束や競争品の取扱い制限という協議的行動

したことがわかる。最後に，

結果を要章ちする。
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ここでは，主として1971年のニクソン・ショッ

ク以降の丹高と貿易構造とについて概観する。

その揺に戦後の我が国をとりまく世界の貿易環

境について簡単に概観する。

戦後，我が菌のE支部の輸出と輸入とが再開さ

れたのは，それぞれ1949年12見と1950年1月で

あった。裁が国は1952年の講和条約の発効とと

もに IMF'世界銀持(1952年) とGATT

(1955年)へ加盟し，謹際社会への復帰与を来た

したが，いまだ経務復興の過程にあったため，

依然として爵鎖経済的な政策がとられていた。

例えば，外貨割り当て檎畿や輸入数量制限f華麗，

各種の輸出促進策がとられたり，国際社会にお

いてもIMF14条盟， GATT12条障としてスタ

トし，それぞれ器際収支改善のために為替制限

必したり，翼易制限そしてもよいことが認めら

れていた。設が国経済が顕教経済体制への移行

をスタ…トしたのは， 1960年6月に尭表記きれた

f翼易為稼自由化計富大綱J以降のことであ

この f大繍jに従い1961年から繋易の自由化が

られ，自由化率は1960年4月には41%，61 

4月には62%，位年4月には73%，64年10月

には93%にまで逮した。 1964年 4月には

GATTll条謂， IMF8条慣としての義務を受諾

し，冨穣訳文の調整手段として輸入制限や為欝

鱗擦などを原則的に行えないことになった。ま

1964年7月には OECDへ加盟し，これと

ともに資本の自由化が1967年の第l次自由化を

皮切りに1973年の第8次自由化をもっ

るなど，我が悶は先進工業関への仲間入り

たした(以上，小浜・護迫， 1996， pp.18-21， 

1995， pp.671-672参照)。

次に円栢壌と環易規模や製品輸入比準との関

係そみる〈留1参照)。ここでは丹相場の急激

な上昇があった， 1970年代から80年代中域まで

と， 80年代後半以捧とについてみる。為替レー

トは1949年4月にそれまで採用されていた複数

レート鎚度に代わって 1ドル之江360円の

レートが設定された。いわゆる IMF

の金ドル本位制における部主主相場制(ブレトン・

図1.円相場と貿易規模
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ウッズ体制〉の時代が始まっ

しかし， 1960年ft後半からアメリカ

思際収支赤字が深鶏となり，同屈はドル防衛策

を鰐度か実施したがドルの流出は続いた。この

ため各醤のドルに対する不安が増糊され， ドル

を金に交換する勤きが強まってきた。この動き

は1967年末のポンドの切り下げ後，米ドJレも切

り下げられるのではないかという思惑から，投

ちが米ドルを金に交換し始めてから一憲

激しくなった。もはやアメザカ

上回定相場艇を錐持すること

断した。そして， 1971年8月15日ニクソン大統

領はアメリカの金準備が100億ドルを誤る

にドル訪衛策として， 10%の輸入課徴金の新設，

対外援助の10%の削減とともにドルと金との交

換停止を発表した。いわゆるニクソン・ショッ

クである。これにより酉定相場艇はその機能を

停止しフロート常Ijへと移行し，円相場1)は360

円から335.3丹へと上昇した。しかし， こ

もってしても各国聞での国探夜支上の不均衡は

拡大そ続けてい

その後， 1971年12月に円やマルクの顎り上げ

によって為替レートを新たな水準で固定化させ

ようとする fスミソニアン協定」が成立した

(スミソニアン体制u)ことにより，再び1ドル2

308FlJの圏定稲場棋に探った。しかしき主要通

紫の切り上げや明り下げを予想した投議的な資

本移動が豆大な焼模になり，もはや中央銀行の

市場介入をもってして レートを維持する

ことは不可能であった。そこで主要冨の為替レ…

トは1973年には変動相場制へと移行いき誌が国

も持年2月14日に部制度へ移行した。これによ

り，為替レートは市場の需給関係そ反挟しで決

まることになったが，円

に上昇し， 73年3月には 1ドル=265丹lこまで

した。

その後， 80年代前半にわたってアメリカ合衆

1)数績は F綴淡自主霊JI1995年度総参考資料 p.59によ
る。

盤の高金利政議を背景に続いた奨常なド

各調(アメリカ合衆璽，日本，西ドイツ，フラ

ンス，イギリス)が協議して是正し，為欝レー

トそ各盤経済のファンダメンタ Jレズ後反映する

水準に誘導する合意が行われた。いわゆる1985

9月のプラザ合意である。間格場は常に

{嘆i司2)でな推移してきたが，プラザ合意以緯のよ

昇娘i誇は極めて大きい。伊jえば， 1985年の再結

を100(221.1円〉とすれば， 1971年のそれ

は151.6(335.3丹〉であったが，現在 0994年〉

のそれは45.0(99.5丹〉である。

次;こ，貿易収支を通関実績でみると， 1965年

までは輪入趨過傾向にあったが，周年以務1973

年の護変動揺場制への移行までは輸出超過へと転

Cていた。丹相場の上鉾とともに輪出入額も増

加頬向jにあり，とりわけニクソン・ショック以

降現在までに輸入蕗通年が5ヶ年あった。同の

実費実強為欝レート (2年のラグをとったもの〉

と貿易黒字の対名目 GDP比との推移会議ねて

ラグをもつ

がわかるG

した動きをしており，為

じて2年の

貿易収支が鰭小している期簡は， 1971 

クソン・ショック後)， 1978-80年

治危機前後)， 198か91年(円高不況以後〉と

1992年以後であった。とくに，

回国心を輸出と輸入とに分けてみると， 1979働

80年， 1987-90年では輸出金識の大幅な縮小に

よるとともに職人類の持続的な増加があった。

また，円高不況以後と (1992年以際〉とで

は輸入数量の増加がf函格の上昇とあいまって鶴

入金額を持し上げていたG

2) Ir綴語専灼後J1告書5年度版 (p.ll0)はぬれ年以降95年
までの円高局面を 7つに分割して各局箇を比絞して

いるc

3)数{直は?経済白夜11995年度見震，参考資料 p.591こよ

る。

4) r経済白務JI1995年度版，p.120， 策 1 9-8図，p.122
参照せよ0

5) r経済自宅整JI19吉5年度奴，pふ17後参照せよ。
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『経済白書.]0995年度版， 図2-4 -1， p. 

263)によれば，輸入浸透度は消費財において

上昇してきたが， 1986年頃より鉱工業全体のそ

れも上昇傾向にある。とりわけ，近年では精密

機械工業，繊維工業などの上昇が著しい。

1987年以降に貿易収支黒字が縮小した要因と

して， 85年のプラザ合意後の円相場の上昇によ

る輸出競争力の減退や輸入品の割安化による輸

出の鈍化と輸入の増加があった。また， 87年以

降の景気拡大のもとで内需の急速な拡大ととも

に輸出の減少，輸入の増加へとつながったこと

が考えられる。例えば，輸入が急増した要因と

して次のことが考えられる。 1985年から89年に

かけて総輸入価格指数と製品輸入価格指数はそ

れぞれ40%，25%低下した。一方， 85年， 86年

の一時的な景気後退後87年より89年まで，実質

GNP は年率で4.6%，5.7%， 4.9%と高水準を

維持した。こうした輸入価格の低下(価格効果)

と所得(効果)の増加を通じて輸入が増加した。

さらに円高による内外の相対価格の変化を通じ

て，我が国の製品輸入のパターンに変化が生じ

た。例えば，消費者の輸入品に対する晴好が変

化し，それは強まるように変化した(浦田・河

合， 1991， pp.66-67参照)。これらは市場的要

因であるが， 1989年の日米構造問題協議という

制度的要因も輸入の増加の一部に寄与したこと

が考えられる。 1986年度と1990年度の貿易収支

黒字の縮小幅 6)を比べてみると， 1986年度16.2

兆円 0016億わりから1990年度9.8兆円 (699

億ドル)へと縮小していた。

園内市場の競争関係に直接影響を与えるのは

輸入品であり，とくに製品輸入は競合製品市場

での競争を促進する要因となる。そこで製品輸

入比率(輸入総額に占める製品輸入額)をみる

と，とりわけプラザ合意 0985年)以降に急激

に増加してきた。例えば， 1985年を 100

(31.5%)とすれば， 1971年には92.4(29.1%) 

であったものが， 1986年には140(44.1%)， 

6 )数値は『経済白書~ 1991年度版， p.298による。

1994年には177.5(55.9%)と推移7)していた。

次に，ニクソン・ショック 0971年)からプ

ラザ合意 0985年)までとプラザ合意以降との

貿易収支規模8)の伸びをみると，輸出入とも増

加傾向がある。 1971年から85年までの伸び率を

みると，輸出額が約6.8倍，輸入額が約6.6倍と

なっていた。 1985年から94年までの伸びは輸出

入額とも約2.2倍となっていた。

急激な円高はしばしば日本製品の国際競争力

を弱めることが指摘されるが，それは輸出額の

伸び率の低下に表れている。同様に輸入額の伸

び率も1993年までは低下しているが， 94年の超

円高 (99.5円)以降増加している。こうした輸

入額の変化にも関わらず，製品輸入比率だけは

拡大するという傾向がみられる。

3.輸入と産業組織

国内の有効競争市場秩序を形成し，維持する

方法として独占禁止(狭義の競争促進)政策が

ある。しかし，こうした市場を形成し，維持す

る代替的な方法として， (1)規制緩和により競争

主体を増やすこと， (2)国際貿易，とりわけ輸入

品の浸透・増加， (3)競争主体としての外国企業

の参入9)促進，などが考えられる。議論を(2)と

7)数値は『経済白書.11995年度版，参考資料p.58によ
る。

8)数値は『経済白書.11995年度版，参考資料p.59によ
る。

9)外資系企業の参入が我が国産業組織に与える効果を

分析した既存の研究を分析対象年順にみる。馬場

(1974)は1962-70年を対象期間として，外資の参入
が国内集中度に与える効果を検証したが，明確な結

果を得ることはできなかった。植草(1982)は1966
76年について外資の参入先が我が国寡占産業である
ことが多いことを確認したうえで，馬場と同様の検

証を試みたが，やはり外資の参入が集中度に与える

効果は明確ではなかった。さらに，土井(1986)も
1978年を対象年として同様の検証を試みた。その結
果，植草と同じく外資の参入先は我が国の寡占産業

であることが多いこと，しかしその参入が集中度に

与える効果は明確でないことを確認した。ただし，

1976-80年を対象期間とするとき，外資の参入は我
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(3)に限定すれば，輸入品や外資の参入促進によ

る国内産業組織への競争圧力効果として， (1)市

場集中度(市場構造要因〉の低下， (2)国内販売

価格(市場行動要因)の低下， (3)国内企業の利

潤率(市場成果要因)の低下，などが考えられ

る。本節では， 3. 1.輸入と集中度， 3. 2. 

輸入と価格， 3. 3.輸入と利潤率について検

証を試みている既存の研究例をほぼ分析対象年

ごとに順次概観し，輸入の増加が国内産業組織

に与える効果について考察する。

3. 1.輸入と集中度

*植草 (1982)の研究

我が国の寡占産業の「輸入による競争圧力」

を調べるために，分析時点を1975年に限定し，

寡占産業として上位4社国内生産集中度が30%

以上の産業でかっ輸入比率が10%以上の20産業

を抽出し，集中度と輸入比率との関係をみた

Cibid.，表 4-7， p.136)。その結果， I日本の
寡占産業における輸入による競争圧力はごく少

が国の産業の利潤率を押し下げるような効果を発揮

していた。一方， 1975-84年を対象年とした新飯田

他(1987)の検証例をみると外資の参入は集中度を

押し下げる効果を発揮していた。

洞口 (1995)は我が国の市場への外国企業の参入

度合いを直接投資のみならず，ライセンシング，輸

出入という参入方式をも視野に入れて分析している。

そして，対日直接投資が少ない理由として，次の三

点を指摘している Cibid.，pp.265-285)o (1)我が国の
企業が外国企業に対して競争優位(品質，納期・納

入方法，価格)にある。 (2)外国企業が直接投資より

も技術供与を通じて収益を確保しようとしている。

(3)外国企業が我が国の市場へ直接投資をするときに

は立地条件が競争上不利になっている。

若杉 (1995)は既に日本市場へ参入している外国

企業の経営活動をもとに対日直接投資の決定要因を

検証している。その際，日本国内の制度的要因より

も「外国企業が有する経営上の優位性」に注目した。

分析結果によれば，製造業 (11業種〕の対日直接投

資を決定する要因は制度的要因よりも経済的要因に

依存していた。例えば， 1985年から1990年までを対

象期間とすると，外国企業がもっ経営上(外国企業

による技術輸出対価額でみた)の優位性が対日直接

投資の業種別構成を決定していたり，外国企業のも

数の産業に限られるJ(p.137) と結論づけてい

る。

*新飯田他(1987)の研究

分析対象期間を1979年から84年までとしたと

きの輸入比率と出荷額とが上位3社出荷集中度

(CR3)と生産集中度であるハーフィンダール

指数 (H.I.)とに与えた効果を検証した (ibid.， 

第 1-8表， p.27，第 1-9表， p.29)。輸入の増

加は明らかに，上位3社出荷集中度を押し下げ

るように作用していた。つまり，輸入の増加は

国内市場の競争性を高め，出荷集中度を低下さ

せる効果を発揮していた。一方，生産集中度

(H.I.)でみると，輸入の増加は H.I.を押し上

げるように作用していた。この原因として新飯

田他 Cibid.，p.28) は当該分析対象期間中にお
ける限界企業の淘汰をあげている。すなわち，

輸入の増加による国内市場での競争強化に耐え

られなかった企業が退出したために生産集中度

が上昇した，と考えられる。例えば，分析期間

中，輸入比率，生産集中度とも上昇した30品目

つ技術上の優位性が対日直接投資の業種別構成に反

映していた。また，現在 (1986-89年)日本圏内で

経営活動を続けている外国企業の(日本国内での売

上高シェアーでみた)参入率を決める要因は親企業

からの特殊な経営資源(技術知識，仕入れを通じた

経営ノウハウ，役員派遣〕の移転に依存しており，

外国企業自身の日本国内での R&D活動は参入率

に対し何ら効果を発揮していなかった。日本市場へ

の参入率を決める要因はもっぱら親企業からの特殊

経営資源の移転に依存していた。こうした参入決定

要因は全て経済的要因であり，対日直接投資を促進

するには参入を阻害している規制や商慣行などの制

度的要因を撤廃すべきである，と若杉氏は言う。

また， 1985年時点における我が国への製品輸入浸

透度の決定要因あるいは抑制要因について検証した

ものに浦田・河合 (1991)がある。その分析結果に

よれば， 1980-85年においては輸入相対価格のみが

輸入量に対してマイナスに作用していた。よく言わ

れる流通サービス(マージン)を「販売」段階と

「生産」段階に分けて製品輸入浸透度との関係につ

いてみたが，確かにマージンの上昇は輸入浸透度を

押し下げるように作用していたが，統計的な有意性

は確認できなかった。
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のうち，企業数の動向を知ることのできる24品

話についてみると，企業数の減少したものが12

品目と半分を占め，憎加したもの4品協，変化

なし8品目，となっていた。こうした限界企業

の退出により上位企業の生設畿自体は減少した

にも関わら シェアー ることになっ

と考えられ

*うき封百議議湾局 (995)の研究

は1983年から92年までを分析対

象諮問として，さき該憲懇中における輸入短説が

我が国圏内のよ設3社集中度〔出荷規模〉に与

えた効果について検献している。まず，分析対

象品詔 (226品目)の市場〈出荷)規模につい

て， 1984年以降92年までの推移をみると Cibid.，
表4・し p.27)，1985年のプラザ合意以鋒の念、

激な円高とともに1987年から90年にかけて市場

規模は拡大し，とりわけ1988・89年には二ケタ

の伸び安達成していた。いわゆる平成農気と呼

ばれる野況を顕示してい

市場規模が魚、拡大した1988年以降の総事会入額

およびメーカ…絵入額(メーカーがお荷するこ

とを話的として行う輸入〉の推移ぞみると，ど

ちらの金額とも1988・89年に急増していた。 2

つの犠入額を対前年場減率で比較すると，メ

カー輸入の増加率が総輸入のそれをはるか

回っており，その傾向は1992:年まで変わらなかっ

次仏こうした悶再出藷〈額〉規模と輪入

〈鎮〉輯撲とが圏内の市場構造， とりわけ出荷

3社集中度に与えた鶏巣について

検証している。分析対象期間は1983年から92年

までであり，対象品目数は226品目である O

被説明変数は間内と泣3社〈出荷額〉集中震

CCR3)，説明変数は器内出荷(額〉

と輪入(綴)握摸 (X2) とである。

入規模にはメーカー輸入観も金まれるが，

(Xl) 

，輪

政策上メ…カ…輸入は国内メーカーの生産・よお

と同義であることから，上認の輸入額は総輸

入額からメーカー輸入額を差し引いたネットの

輸入額である。

検註結果 Cibid.，狩 .29-33)によれば，対象

自 (226)全体と集中震別

CR3出 85%以上， 悶や{立集中療品目:

CR3ニ60…85%，112品院議位集中震品目:

CR3=60%米満， 62品EDのいずれの回帰採数
の詩号をみても，出荷額はと枕3社集中度を押

し上げるように作用しており，輸入額は逆に押

しドげるように作用していた。また，議係数

の大きさを比べてみると，集中震が;富くなるに

つれて輸入額が集中度を搾し下げる作用

りも大きくなっていた。これは集中震のi高

い企業ほど輸入比率も大きくなるためである O

抵詮集中震品目では上盈3

える 2つの説明変数の効裂は間程変であった。

こうした分析結果より，対象期間中における

器内の競争(市場〉構造がいかに輪入によって

彰響を受けていたかが理解できる。また，集中度

、品目ほど輸入による競争が強化したこと

きる。ただし，集中震クラス聞で、の比

較をすると，高位集中度品設ほど2つ

数が上位3社集中度に与える効果は小さかっ

札 2.議入と髄格

*横議(1982)の研究

植草は産業連関表2続分類の30産業について，

産業別輸入比率の謹移を問65年から75年までに

ついてみた Cibid.，表4叩 6，p.135)。その
果概ね「車材料に近い製品分野において輸入の

比率が高く，かっ輸入比率の上昇率も高いj

(p.136)ということを確認した。このことは輸

入探材料価格が下落すれば，最終製品舗格を一

層押し下げる ζとを示唆している。

*土井(1986)の研究

ごと井は分祈願間そ1975年から81伴家でと設定

しさらにこの鶏摺を3ヶ年ごとに5諮問に区

分する。そして，各期間中における輸入比議と

閣内企業の価格管理力とわ爵擦について検誌し

た。 1975年から81年までという期間は第一次オ
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イル・ショック以降の輸入が急増した期間であ

る。対象として，生産財産業のみをみる。なぜ

なら消費財産業での輸入は半製品輸入あるいは

製品差別型産業(洋酒，写真フィルム等)が多

く，こうした財は日本国内で必ずしも競争関係

にあるわけではないからである。むしろ生産財

産業での輸入に競合的輸入が多く，国内での競

争関係が活発になるものと考えられる。

被説明変数の価格管理力 (PCt) はPCt

(Pt/P卜 2)一(Wt+mt/Pt-2)であり，基本的

には 2年間隔の圏内卸売物価指数の変化

(Pt/Pト 2)と支払賃金額+原材料費(Wt十mt)

を物価で割り日|いたものとの差を価格管理力

(PCt)として捉える。

説明変数の産業成長率(IGt)は産業出荷額

の変化倍率 [IGt=VSt /VS卜 2]， 集中度

(CRt-l)は分析期間中の 3ヶ年の中間年の 4

社集中度，輸入比率(IMt-l)は分析期間中の

中間年の輸入額/生産額比率である。

回帰分析結果 Cibid.，表 3.4，p.83) によれ
ば，産業成長率や集中度は価格管理力を強める

ように作用しているが，輸入(IMt-l) につい

ては弱めるように作用していた。とくに，輸入

が価格管理力に対して負に作用するのは，貿易

収支が赤字に転じた年度を含む分析期間中

(1975-77年， 1978-80年， 1979-81年)に顕著で

あった。

*新飯田他 (1987)の研究

1985年秋以降の円高は輸入の増加や物価の安

定という効果として表れている。新飯田他はこ

うした円高の効果を国内市場集中度との関係か

ら検証している。まず円高による輸入原材料価

格(コスト)の低下が最終的に卸売物価をどの

程度引き下げることになったのか，あるいは企

業内でどの程度吸収されることになったかを調

べるために，理論値としての卸売物価下落率を

算出し，これと現実の卸売物価下落率との比率

をとる。そして現実値/理論値を被説明変数と

する。この比率の事離は需給要因である「在庫

変化率」と市場構造要因である「生産集中度 (H.

I.)Jとによって説明される。つまり， コスト

の低下は需給の緩和時により一層スムースに製

品価格の低下となって実現するし，またコスト

の低下は価格支配力をもっ寡占産業では超過利

潤として企業内に残存する，と考えられている。

分析期間は1985年2月から1986年4月までを前

期間， 1985年2月から1986年10月までを後期間

とした。分析結果 Cibid.，第ト14表，p.37) に
よれば，両期間に共通していることは，集中度

が高いほど輸入原材料価格の低下は企業内に温

存されていることである。期間別に推移をみる

と，前期間では需給が緩和しているほど(在庫

変化率が大きいほど)，卸売物価下落率は大き

くなっていた。わずか6ヶ月後の後期間になる

と，需給要因は効果を発揮しなくなっていた。

集中度は依然として卸売物価を下げる方向には

作用していなかった。つまり，円高の卸売物価

下落率への効果をみると，市場構造要因は長期

的にみても超過利潤として企業内に残存させる

作用をしているのに対し，需給要因は短期的な

作用しかしていない。

さらに，新飯田他は円高とともに輸入品価格

や園内競合品価格がどの程度，下落したのかを

生産集中度 (H.I.)別に検証している Cibid.， 
第 1-8図， p.39)。分析対象期間は1985年 2月

から1986年12月までである。対象品目数は27品

目である。第1に輸入品価格について集中度と

の関連でみると価格が著しく低下しているのは

集中度の低い品目において多かった。一方，価

格があまり低下していない品目や上昇した品目

は集中度の高い品目において多かった。第2に

圏内競合品価格についてみると，価格がほとん

ど変化していないものや上昇したものは集中度

の高い品目において多かった。分析期聞が短か

すぎるということもあるが，円高にともなう価

格の下落はさほど大きくなく，とりわけ集中度

にみられるように依然として寡占的市場構造の

弊害は是正されないままである，と言える。
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*勝又・二上(1988)の研究

勝又・二上は1988年を分析対象年として，

273品目の価格(卸売物価指数)と集中度，輸

入比率との関係についてクロスセクション分析

を試みた。

被説明変数は1980年を基準とする1988年の卸

売物価指数 CWpI)であり，説明変数は1988年

のハーフィンダール指数 (H.I.)， 1988年の輸

入比率(IMR)と成長率(GR)=1988年出荷

額/1980年出荷額である。

分析結果によれば (ibid.，p.31)， 1988年のみ

を対象としても市場構造要因である H.I.と価格

との聞には正の有意な相関関係が確認できた。

つまり，集中度の高い品目ほど価格硬直性がみ

られた。一方，輸入比率の高い品目ほど価格の

下落は大きくなっていた。成長率については明

確な傾向のあることを確認できなかった。すな

わち，輸入比率が高くなるとき国内の価格水準

は低下する傾向があるが，依然として集中度の

高い品目では価格の下方硬直性という寡占的弊

害のあることが確認できた。

*公取委事務局(1994)の研究

本研究は1993年時点における円高による最終

製品価格引き下げ効果を検証したものである。

円高にともなう輸入品価格の下落が最終消費

者のメリット(製品価格の低下〕につながらな

い理由として，次の三点が考えられる。(1)分析

対象品目に輸入品のウエイトが小さいときには

輸入品価格の低下の効果が表れにくい。 (2)輸入

品の流通過程に有効競争秩序がなければ，消費

者の購入段階での価格低下につながらない。 (3)

国産品メーカーがユーザーに対し，割安な輸入

品の使用を妨害するときには最終製品価格は低

下しない (ibid.，p.1参照)。このうち， (2)と(3)

は独禁政策の守備範囲内にある要因である。本

研究では，主として(1)の要因を考慮した分析と

なっている。

最初に輸入品と圏内競合品との価格動向を集

中度との関係からみる。対象45品目について，

1992年12月と1993年12月との聞の輸入物価(価

格)変化率と国内競合品の卸売物価(国内価格)

変化率との動向をみると，国内価格はほとんど

低下していないものが23品目あった。この23品

目の3社累積出荷集中度 (1990年)は60%以上

であり，このうち14品目において圏内価格はほ

とんど低下していなかった。いま，感応度=国

内競合品価格の変化率(1993年12月対前年同月

比)/輸入品価格の変化率(1993年12月対前年

同月比)と定義し， 3社累積出荷集中度との関係

をみると，集中度70%以上の10品目では輸入品

価格の低下幅に関わらず，圏内価格はほとんど

変化していなかった。つまり，対象45品目につい

てみると，輸入品価格が低下しでも圏内競合品

価格はほとんど低下しておらず， この関係はと

りわけ集中度の高い品目において顕著であった。

次に，輸入原材料価格，圏内生産品価格と集

中度との関係を検証している。対象品目は49品

目である。この品目は，輸入物価指数採用品目

のうち，当該品目を用いて生産される製品のう

ち，圏内卸売物価および集中度指標が入手でき

るもののみから抽出されている。

輸入原材料価格と国内生産品価格との関係を

みると，原材料価格はほとんど全ての品目にお

いて下落しているのに対し，国内生産品価格は

変化していないか，あるいは原材料価格の低下

幅よりも小さいものが多かった。この原因とし

て流通過程に有効競争秩序がないこと，あるい

は国産品メーカーによる「不公正な取引方法」

など上記(2)と(3)の要因のあることが窺われる。

いま，感応度=国内生産品価格の変化率

(1993年12月対前年同月比)/輸入原材料価格の

変化率(1993年12月対前年同月比)と定義し，

3社累積出荷集中度(1990年〉との関係をみる

と，集中度の高い品目ほど、感応度は小さかった。

つまり，製品市場が寡占的であれば，原材料価

格の低下は必ずしも製品価格の低下に反映され

ず，企業内に蓄積されやすかった。

輸入原材料価格と製品価格との関係をより詳

しく調べるために， 49品目について原材料使用
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比率(産業連関表より算出)で翰入原材料価格

をウェイト付けしたものを鋒原材料価格と定

る。輸入涼材料寵用比率を患いる理由は，

製品のコストに占める当該輸入原材料の割合が

大きければ，諜材料価格の抵下は製品価格の低

下に…層反殺されやすくなるからである。

この諺五原材料議格変化芸名と 3社累積出荷集

中震とを説明変数とし，製品価格変化率 (1993

年12月対前年同月上色鉛売物価〉を被説娯変数と

して宙滞分析 Cibid.，p.6)を試みた。その結
言語説明変数とも製品髄格変化率と正のc1

%水準〉有意な桔箆鑓係が確認できた。つまり，

輸入漂持料価絡が鉱下すれば，当該躍材料の寵

照誌率に応じて，製品価格は抵下していた。し

かし，この製品価格の低下議果は製品市場の集

中箆が高い募者的市場であるほど打ち消されて

いた。すなわち原詩料価格の抵下は寡占的市場

であるほど製品飯格の低下につながらず，企業

内に議積されやすいという分析結果を得た。

3. 3.輸入と利潤率鴎

*穂慈(1982)の研究

植草は輸入比率と利潤率との単純務関係数を

と生産財産業について算出

しているο また，先析期間 0961-75年〉そ 3

つに分説し，各語翻における輸入捺税制度との

関係をも考察している。 輸入比率(IM) は輸

入額一器内需袈額， 制調率 (PM)は(付加

価イ産 護金)/出荷額である。

種革の研究 Cibid.，表9-2， pp.328-329)よ
り争 PMと1M部分のみに注毘し，各期間ごと

に結果をみていくと， 1961-65年には輸入比率

は全産業と生産財に鵠して有意で、はないが，

どうり負の符号をもっていた。一方，予想に

反し調費財ではの持主きそもちかっ10%水準で

10)中箆(1991，pp.161-162)には1976浮から1980年に

発表された内外の研究成果の一覧がある。それによ

れば，閣内会重量の幸IJi筒率は輸入と?イナスの関係に

なるものが多かった。とくに，この関係は集中度の

高い産業において顕著警であった。

有意であったのこの消費財についての分析結果

そ植草は次のように解釈している。「諮費財に

おいて輪入比率が利潤濯に対しての有意な髄

係者をもつのは， この時期に高い繋要の成長率を

もっ消費封建業において輸入が増大したけれど

も，当時の高い欝税の下では輸入が器内産業へ

の競争庇カとして作罵しなかったからではない

かと閥、われる。J(p.331) 

1966-70年には，輸入比率は部第と問様の符

等調係をもつが，消費財については有意性が確

認できなかった。 fこれは多分， 1960年代後半

になって貿易自由化が進緩い次第に輸入競争

底力が作用しはじめたのではないかと患われる。j

(p.332) 

次いで、， 1971-75年の分析結果をみると輸入

比率は全ての産業サンプルにおいて負の符号を

もち，かっ有震ではなかった。この理由として，

植草は i19給年におけるケネデイ・ラウンドの

実施に墓づいて罷説率の一括引下げが実擁され，

その下で輪入誌率の全般的上昇が実現されたの

がこの時期である。このような状抗の中でよう

やく輸入比率がいずれの財分野でも負の符号を

もつに五さったのではないだろうか。J(p.333) 
と指摘している。

こうした3つの期間における分析結果の推移

需をみると，関税等の輪入抑制措賓が緩和される

とともに輸入比率が増え，それが盤再建業の超

過料;襲安抑制するように作用してきたことがわ

かる。

*土井(1986)の研究

分析鶏関(産業数)は1968年から72年まで

(50産業〉と1976年から幼年まで (62産業〉と

である。

被税鳴きを数の科溜率 (RE) は税引後自己資

本料溜率である。説明変数は，上泣4社集中度

(CR，)，産業ダミー変数(j誇費財1，

。).輪出比率 (EX)=綾業輸出額/主産額比

輪入比率(IM)=(生産額一輪出額十輪入

額)/輸入額比率，関税率=(TX) ，外資系企業
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シェア… (FA)，産業成長率(IG)の7つで

ある。

分析結果 Cibid.，表4.1，p.94)より， 2 
つの期賠iこ共通していえることは，集中度，

業成長率，産業ダミ…とも利灘率とI正でかつ有

惑な頼関関係を有していたことである。また，

関税も予懇どうり務務率と正で有意な嬰係にあ

り，舗内産業の利潤率は関税という制度によっ

て，守られてきた…面のあることも確認された。

ここでは輸出入との関係をみる。

1968-72年 (50産業，うち消費財=18，

財二'"32)をみると輸出 (EX) は手日韓率と正で

かつ有意な頼関関係を有していた。一方，輸入

は係数こそ負になるが，有主主性がなかった。そ

こで，輸入圧力を受けやすい生産室財態業のうち，

CR，>50%の20産業について回帰分析を試みた。

結果をみると，輸入比率(IM) は予想どうり

負の符号与をもち， 10%水準で脊懇であったο 生

産財に線定すれば，輸入は利潤率を押し下げる

作用をしていた。

1976-80年 (62産業;うち治費財=20，

財=42)をみると，輸出，輸入とも予想どうり

詩吟はそれぞれ正，魚をもっ杭有意性はなかっ

た。そこで，生産財42襲業iこ限定し，説明変数

を集中震 (CR.)，輸出比率 (EX入輸入比率

(I.r-，むとして回帰分析を試みた。結果者をみる

輸入は利潤率iこ対し負に作用しており，そ

意水準も高かった。つまり，輸入の競争配力は

生産財産業において発揮されていた。

*新飯顕在主(1987)の研究

分析対象期笥を1979年から84年までとし，輸

出入比率.業或長率，集中度などが利組率に

与える効果を検証した。ここでは対象襲業安全

産業，全産業を生産尉製造業と消費財製造業と

に分けて検証している。

全賎業，生産財・諮費財製造業に共通してい

えることは，集中度がi議くなるほど利潤率

くなっていることである。一方，我々の関心の

ある輸入比率には有意性はないものの科麓率と

の簡に負の懇関関係 生産財〉が磁認

できた。とりわけ主主産財製造業ではこの関接も

強まっていた。こうしたことは主佐藤財製造業で

の参入障壁が悲し輸入の増加は市場での競争

性そ強めるように作用していることを示唆して

いる。有意性はないが，確かに輸入比率と利j関

との間には魚の関係〈全産業，主主康財〉が検

証できたにも関わらず1集中賓と利藷率との間

に正の有意な相関腿係があるということは依然

として寡占的弊害の残存していることを示唆し

ている。

はいずれの産業とも〈消費財製議

業そ除く〉利潤率にプラスの効巣を与えていた。

一方，輪出比率についてみると，

財製造業においては和瀧率との関に負の縮器調

係が確認できたが，この意味づけを分析結果か

らのみするのはやや臨難である。新飯盛他は輸

出比率と Hよとの関係 Cibid.，第 1-11表，
p.33)をも分析しているが，その結果によれば

輸出比率が高い産業では生産集中震(比じも

くなっていた。こうした輸出比率と利潤率と

の関係については次のような誰論もできる。

中度の上昇にみられるように，葬占産業は層内

での鏡争には優位性そもっているため利潤率も

犠却していたが国際市場では競争が激しいため，

閏内市場とは還った価格政策等がとられている

ためではなかろうか。すなわち，国務競争力が

ミから輪出比率が高くなるといわれることが

あるが，寡占産業といえども閣内と関外とでは

ったビヘイビアをとっていることの表れでは

なかろうか。

3. 4禍小話

この節で、は分析期間I1鉛こ輸入が器内産業組織

る競争効果についてみて議た。繍主戦な要

約をすれば，次のようになる。

輪入と集中疫については，輸入は出荷額でみ

た集中度を押し下げる効果そ発揮していた。と

りわけ集中度の高い品患では輪入額も大きいた

めこの効果をより大きく受けていた。つまり，
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輸入の増加は国内の市場を一層競争的にするこ

とが示唆されていた。

輸入と価格については，輸入の増加は価格管

理力を弱めるように作用していた。円高による

製品価格の低下効果(卸売物価下落率)をみる

と，輸入原材料の価格が低下しでも集中度が高

いほど，超過利潤として企業内に蓄積されてい

た。また，輸入品価格を集中度別にみると，集

中度の高い品目では低下するものが少なく，む

しろ上昇する品目が多かった。集中度の高い品

目ほど価格の下方硬直性がみられた。さらに，

国内競合品価格についてみると，集中度の高い

品目では変化していないものや，上昇するもの

が多かった。ここでも価格の下方硬直性がみら

れた。つまり，円高にともなう最終製品価格の

下落はさほど大きくなく，依然として寡占的市

場構造の弊害が窺われる。

輸入と利、潤率については，輸入比率が高まれ

ば圏内産業の利潤率は抑制されていた。とりわ

け，輸入比率の増加は生産財産業の利潤率を押

し下げていた。しかし， このことは必ずしも競

争の強化を意味しない場合もある。市場規模に

比べて最小最適規模が大きい産業では輸入比率

や集中度も高いのであるが，最小最適規模以下

での生産がおこなわれるときには生産費用が増

加し，それによって利潤率が減少することもあ

る。このとき輸入比率と利潤率との関係はマイ

ナスに表れることもあるからである。

すなわち，輸入の増加は集中度を引き下げる

効果をもつが，製品市場が寡占的であれば輸入

原材料価格の低下は製品価格の低下に反映され

ず，依然、として企業内に超過利潤として蓄積さ

れていた。しかし，生産財産業のみに限定すれ

ば，輸入の増加は当該産業の利潤率を押し下げ

る効果を発揮していた。ただし，集中度を加えた

分析結果によれば，依然，集中度と利潤率との

聞には正の相関関係があった。輸入が利潤率に

与える効果も集中度別に計測してみる必要があ

る。概して，輸入は国内産業組織に対して競争

圧力として作用しうることが多いが集中度の高

い品目(産業)においては必ずしもそうした作

用をしていなかった。輸入の増加期においても，

依然，寡占的弊害が残っていることが窺われた。

4.輸入と競争政策

前節でみたように，輪入は必ずしも我が国の

産業組織に競争的成果をもたらすようには作用

していなかった。つまり，有効競争秩序を阻害

するような要因(カルテル，不公正な取引方法)

の存在することが窺われた。

本節と次節とでは輸入の急増期に独禁政策が

果たす補完的役割について考察する。本節では

対内的側面として公取委による独禁法違反事件

の処理状況をみることによって，輸入の急増期

に圏内企業がどう対応してきたのかを考察する。

4. 1.独占禁止法違反事件処理状況

ここでは製品輸入が急増した1985年のプラザ

合意以降(図 l参照)の公取委による独禁法違

反事件の処理状況をみることによって，製品輸

入の急増期における対内競争の強化に対して企

業がどう対応したかについて調べる。この分析

対象期間中には我が国の産業組織に大きな影響

を与えた要因として， 1985年のプラザ合意， 89 

年の日米構造問題協議と90年のその合意， 91年

の独禁法の強化改正などがあった。

表1は公取委が分析期間中に処理をした事件

の内訳を「法的措置」と「その他」に分けてみ

たものである。「法的措置」についてみると，

1994-90年という日米構造問題協議の合意とそ

れを受けて行われた独禁法の改正後に，勧告件

数が増加する一方で，審判開始決定数や課徴金

納付命令数，さらに告発件数なども増加してい

た。後三者の事件処理件数の増加は独禁法の強

化改正の内容(公取委の審査能力の充実，課徴

金率の引上げ，刑事告発の積極化)と符合して

いる。一方， Iその他」についてみると，行政

指導と称せられる「警告」件数は急激に減少し

ているが，逆に「注意」件数は急増していた。
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家1 審査事件処理状況

49-1 

年度 1994-90 1989-85 1984-80 1979“75 

年度内新規審査件数 762 720 967 400 

勧念 138 35 61 93 

措法約置
審判開始決定数 10 5 14 

線徴金納付命令件数 86 23 38 8 

告発 3 。 G 。
警告 142 432 493 241 

そ
の 注霊堂 411 172 f百8
{也
打切り 98 73 391 

j沈 1984-80年会 rrr切り」には「注意jを含む。
1979-75年 r注慾Jtま「証拠不十分J表示である。
1979-75年 r警告Jtまf違反被疑事爽消滅等|表示である。
1989年には消費税の導入による警告数が多かった。

上住所)以下，断らない限り，公取委「作次報告J(各年度版〕による。

「打切り」件数は企業自ら被簸行為を中断した

f自発的誹徐」件数と合取委が証拠を十分に確

保できなかったために審査を打組る f註拠不十

分J件数とから成るが，若干増加してい

の他」の環自は日米構造問題協議において，

アメリカ鶴が要求をした「独禁詮の議用の透明

化jに該当するものであるが，その要求は必ず

しも実現していないような事件の処理状現になっ

ている。

2は議決定せ髄謂条文別に事件処理状況を

みたものである。やはり，ここでも正式な審料

手続き?をとった後に下される審判審決が増えて

いる。しかし，公取委の勧告特に被疑企業が当

該動告内容を受け入れたときに下容れる鶴告審

も急増してい

次に，製品輸入の急増期に企業がどん

法議反事件そを犯しているかを調べるために，公

取委による適溶条文をみる。 1990年以降独禁法

の主嬰な条文である法第3条後段(不当な甑引

制限)，法第8条(事業者屈体〉と法第四条

(不公正な取引方法〉の娃摺件数合計は136件と

なっており， f哉のいずれの期間よりも多くなっ

ていた。とりわけ，企業のカルテル日為を規苦手j

する法第3条後段件数が多くなっていた。また，

法第8条審決数の内訳をみると，法第8条審決

数は1989-85年iこは14件あり， うち10件が法第

8条1項1 あり， 1994-90年には42件あり，

うち33件が法第8条1項 1号に関係していた。

1994司85年の法第8条の議決数は合計56件あり，

うち43件が法第8条1議1号事件であったc 次

いで，法第8条1瑛4号c7件)，法第8条 l

項5号付件)，法第8条 1.議3号(2 f牛〉と

なっていた。つまり， 1985年以降，とくに1990

年以降事業者団体を主体とするカルテノレ事件が

増えていた。 dらに，法第四条の審決数をみる

と， 1989-85年には14件あり， うち一般指定12

項 l号 2主まを同時に受けた事件数は 6件， 12 

事 1号のみを受けたもの2件で合計8件が再販

売{適格の拘束事件であった。これらは1985年変

に多発しており， 1989年震までをみると11項

(排他条件付取引)， 13項(持束条件付取引)， 1 

〈議争者に対する取号 る

数が増えていた。次いで. 1994-90年には審決

数は25件あり，うち12議行件)， 10現 (6件L

13項 (6件)関係の事件数が多かった。 10項は

1990年壌に， 13墳は1992年震に多発しており，

近年再び12頃1号 2号関係の審決数が増えて

いた。このように1985年以際号をみると，カルテ

ルや語格の拘束に関する審決数が増えており，

輸入の急増に対して国内企業は倍格を中心とし
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表2.審決件数

年後 19宮4嶋90 1989-85 1984-80 1由79-75 1幸吉4-47

意義 判 s 2 4 7 80 
言響
勧告 12き 35 59 87 743 
淡
間意 1 1 4 8 113 
日リ

合計 138 ぉ| 100 936 

法第3条後段 69 13 24 32 2号7

条 主長官事8条 42 14 26 37 407 
文 法第19条 25 14 17 23 146 
思司

合計

設.分析潮路むやく19告4-75)，法第3条前段，法第6条の事室、決はなかった。

て競争制限的行動をとろうとしたことが議える。

(カ Jレテルと

取引方法〉にみると，合計で141件あり， うち

fカルテJり件数が106f牛， r不公正な取引方法J
が35件となっており， 1994-90年に急増してい

た。周期間について fカルテノレJの内訳をみる
と，磁格カルテルや入札畿合などが多く，とく

に後者の急増ぷり (61件〉は異常なくらい多かっ

「不公正な取れ方法」については，相変わ

らず再販売価格の詫束事件が多く，さらに排他

的条件付取引などの勧告件数も増えていた。

次に，饗告，注意，打開りについ

別にみると、 fカルテル」のうち価格カルテル

(入札談合を含む〉に対する措霞として「住意」

が発せられた事件が一番多く，次いで、 f警告J，

f打留りjとなっていた。「不公正な取引方法j

については， 1975年から 5年きざみで1989年ま

で与をみても警告を発せられた事件が多かったが，

1990年以降には建議件数が多くなっていた。取

引方法内容をみると零車引妨害(拒絶)，再薮

完価格の拘束，その他の掲東・排他的条件付取

引などに支すする警告や注意件数が多かった。ま

た，優越的地遣の麓用lこ対する詮意件数は1990

年以降態、;増していた。

4. 2.小話

ここで、は毅品輸入の急増した1994-90年にお

ける公取惑による独禁法議阪事件の処理状侃か

ら我が罰金業の対内競争に対する対応のーま窓会

調べてみた。欝単に袈約すれば， 0下のように

なる。

公取委が「法的諮置jをとった事件数は独禁

法の改正内に符合するような増え方をしてい

たが，依黙として行政指導釣な事件処理件数も

多かった。鑓足立企業であれ，事業者毘体であれ，

カルテノレを犯す会業数が多く，さらに不公正な

i方法のうち湾騒ぎ警部格の拘束事件が多いな

ど事会入の急増期に企業は癌格部において競争輯

l現的行動委とり，対内競争の強化に対応したこ

とが窺える。

5.盟際契約刊の議出状j兄とその指導状況

輸入の急増鶏における強禁政策の補完的役麟

のうち，対外鵠鶴面とし

者と結ぶ臨擦契約の届出状況とそれに対する公

詩文還さの指導内容をみる。とくに「対内契約jに

告し，圏内企業が外盟企業と連携して爵内市

場での競争鐙投性会いかに確保しようとしてい

るかを明らかにする。

る.1.国際契約締綾の監規の必要性

独禁法の法識は我が国国内の競争秩序

11)独禁法第6条の概要とその沿華客については，松下

(1995， p.211)を参照せよ。
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を維持することであるが，我が悶企業が外醤金

とおこなう融引や奨約が我が臨盟舟の競争秩

る掠り，そうした耳元号iや契約も

独禁法の幾製韻域に入る，と考えられている。

独禁法はその法第6条において，個別の韻内事

と結ぶ器援的協定や国諜契約

が不当な取引制銀(法第3条後段〉や不公正な

取引方法(法第19条)に該当す

する梨約を諦結することを禁止する

l項〉とともに， こうした甑際契約を締結した

事業者に対し，契結成立の日から308以内

取委へ届出ることを義務づけている〈法第6条

2碩)。なお，事業者団体については法第 8条

l項2号に議定されている。

こうした国際契約を締結することに対す

課の必要性後法第3条後段聞と法第19条Zおとの

関係から考えてみる。圏内市場において，

の取引分野における競争を実費約に爺IJ眼する共

自体は誌第3条後設で費制されている。

法第3条後段は競争の実繋的制限が実現してい

ることそ焼昔話j要件としている。同趣旨の規制が

国際契約函においても必要となるのは，最終的

に競争を実質的に制限することになる国際契約

が締結されでも，いまだ実施されず，そうした

行為，状態が発生あるいは実現していない場合

には，法第3条後設の規制袈件を充たさないの

で，将来にわたってそうした違法性の発生可能

性が護ることになる。そこで法第6条1項はそ

うした競争の実質的制限をもたらす内容からな

る欝繁契約を締結する行為自体を規制すること

によって事蔀に事件の発生会予訪する

しているのである。

不公正な取引方法〔法第19条〕について札

あれば，法の適謂は

るが国際契約を通じて外関事業者と国

とが違反者となる場合，璽内の事業者

に排除鵠緩を命じることはできても外問視枚の

12) ibid.， pp.213ω215を参照した0

13) ibid.， pp .215輔21容を参照した。

事業者には実際よ法第19条を趨慰することは不

可能な場合がある。このような場合，まず我が

鵠の課約事業者に対し法を適用し，その契約内

容を無効にすることぞ溺じて，契約続手方の不

法行為号任務議することができる。つまり，

6条1環は間接的に独禁法の法主主を外画事業者

;こも及ぼすことぞ通じて屋内の競争秩序を維持

する趣旨を有している。

り

資本ちしくは設術の提供会受けたり，製品，原

材料を鱗入する契約〈対再興約という〉と，

が扇の事業者が外国事業者に対して嚢本もしく

は技術の提供をおこなったり，製品，原材料を

る契約〈対外契約という〉とに分けられ

る。 f対内契約」は直接関内市場の競争秩序に

影響を与え， I対外契約jは間接的に

えることが考えられる。

法第6条1壌に違反する既存の専務件数を F審
(25号沿よりみると， 1950年:21件，

: 1件， 1952年:2件， 1953年 1件，

1970年:1件， 1972年:5件， 1973年性

会計32件であった。このうち，法第3条後段の

審決数は17件，法第四条のそれはお件，合計41

件であった〈間一事件に複数の条文が適用され

ることがあるので，穣決数とは一致しない〉。

今日まで，国際契約に診還する事件数は緩めて少

ないが，これは後にみるように実擦に

の高い契約については公取養による行政指導に

よってその内容が修正される場合が大部分であ

ることによる。

5. 2.届出・指導件数

表3は悶醸契約の崩出件数の誰移をみたもの

であるo この数値は全てが企業の経済活動を反

映しているのではない。なぜなら1981年， 1992 

どに届出規制の一部が改正され籍取範囲が

縮小されるなどルールの変更に伴う数嬢の増減

があるからである。「対内契約jと f対外契約j

の小計がそ5鑓間における合計に占める割合の推

移をみると，前者は次第に減少しているの
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表3.国際契約届出件数状況(平均)
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契約年/の度種類 1994-90 1989-85 1984-80 1979-75 

技術導入 863.4 1733.6 1587.8 1304.8 

輸入代理屈 290.4 546 501.4 684.6 

立サ 合弁事業 69.8 97.2 75目2 66.2 
内
商標 114.8 271.6 30.1 100 
契
約 著作権 172.2 147.4 43.6 

借入 159 765.8 

その他 3.2 7.8 449.4 1071.6 

小計
(53.7) (57.6) (60.8) (69.2) 

1513.8 2803.6 3117.4 3993 

技術援助 507 980.4 707.4 473.4 

輸出代理屈 425.8 717.4 732.4 581.6 

立す 合弁事業 326.8 287.4 138.6 206.8 
外
商標 38.8 69.4 53 21.4 
契
約 著作権 3.4 8 2.2 

貸付 80.4 116 

その他 2.6 1.4 292.8 381.2 

小計
(46.3) (42.4) (39.2) (30.8) 

1304.4 2064 2006.8 1780.4 

メ仁当コ、きローlト
(100%) (100%) (100%) (100%) 

2818.2 4867.6 5124.2 5773.4 

注. ( )は合計に占める割合である。

し，後者は増加していた。圏内の競争秩序に直

接影響を与えるのは「対内契約」であるが，そ

の大部分は「技術導入」と「輸入代理由」に関

するものである。

「技術導入契約」とは外国事業者が有する特

許権の実施を我が国事業者に許諾する契約のこ

とであり，契約条項の中に輸出の制限や競争品

の取扱い制限など特許実施権者の事業活動を制

限する条項が定められている場合に(例えば，

不公正な取引方法)独禁法に違反する。

「輸入代理屈契約」とは外国事業者が我が国

の特定事業者に対して排他的な輸入権を与える

契約であり，そのため国内の他の事業者は当該

外国事業者から対象商品を輸入することができ

なくなる。ただし，外国あるいは我が国の事業

者のいずれが契約の締結をもちかけるのかは不

明である。この契約には外国から我が国への製

品輸入を促進するなど競争促進的な側面がある

と同時に契約対象外の圏内事業者との取引を排

除するため契約代理屈が独占的な価格や流通操

作を行うなど競争制限的効果もある。独禁法上，

この契約が問題視されるのは競争制限的効果が

発揮されたり，強化されるような契約条項が含

まれる場合である(実方， 1992， pp.381-390参

照)。

ここでも製品輸入比率が急増した1985年以降

についてみる。「対内契約」については1989-85

年に「その他」を除いてすべての契約項目が増

加していた。つまり，製品輸入の急増期には国

内企業は技術契約や合弁事業によって園内での

競争優位性を確保したり，輸入代理店契約を結

ぶことによって，為替変動に伴う圏内販売価格
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表4.国際契約の指導内容別件数(平均)

命年度 1994-90 1989-85 1984-80 1979-75 

国際契約の届出契約件数 2818.2 4867.6 5124.2 5773.4 

国際契約の指導等契約件数
(100%) (100%) (100%) (100%) 

73.6 174 205 333.4 

指導等内容別件数(1)+(2) 88.2 199.4 248 424 

競争品の取扱い等の制限 24.8 80.2 83.4 95.6 

改良技術の制限 12.6 53.6 82.6 16目8

再販売価格の制限 16.8 18.6 13目2 39.8 

並行輸入の阻止 6.6 10.6 7.2 21.4 

販売先の制限 9 4.6 16.2 24.4 

(1) 
原材料等の購入先の制限 0.2 4.6 5 15.4 

不公正
不当解約 。 1.6 2.4 。
研究開発の制限 7.4 5.2 。 。
な

取方法引

対価の過当徴収 0.2 0.4 5 3.6 

品質の制限 。 。 3.2 4.4 

販売価格の制限 8.4 5.4 。 。
広告宣伝に関する制限 。 3 9.6 10.8 

販売方法の制限 。 0.2 1 2.2 

商標に関する制限 。 。 0.6 。
その他の制限 1.8 11.2 21.6 38.4 

(2)不当な取引制限 0.4 0.2 。 。
注.1976-81年の「その他の制限」には「事業活動に関する制限」を含む。

の長期的安定を図ろうとしたことが窺える。

1992年に届出範囲を縮小するように届出規則の

一部が改正されたため， 1985年以降の数値は

「著作権」を除き全て減少していた。とくに，

1990年以降「著作権」に関する届出件数が大き

く増えているのは経済活動における知的財産権

の重要性の表れであろう。

一方，国内の競争秩序に間接的な影響を与え

ると思われる「対外契約」をみると，顕著な特

徴として1985年以降「合弁事業」や「技術援助」

契約が増えていることであるが，これは周年以

降の円高による生産の海外拠点、化の一端を表し

ている，と考えられる。

公取委は法第6条2項に基づき届けられた国

際契約が法第6条 1項に違反しないかどうかを

審査し，疑わしい契約内容についてはその締結

前に修正するよう指導してきた。その実務上の

規則として1971年4月12日に「国際的協定又は

国際的契約の届出に関する規則」を制定した。

例えば，技術導入については1968年5月24日に

「国際的技術導入契約に関する認定基準」を公

表し， 1989年2月15日にはその内容を一層詳細

にした「特許・ノウハウライセンス契約におけ

る不公正な取引方法の規制に関する運用基準」

を公表するとともに事前相談制度を実施してき

た。また，輸入代理屈契約については1972年11

月21日に「輸入総代理屈契約等における不公正

な取引方法に関する認定基準」を公表し，現在，

これは「流通ガイドライン」の中に「総代理店

契約」として残されている(この部分は松下，

1995， p.217を参照せよ)。

表4は届出契約のうち，法第6条 1項に違反
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表5.指導内容別件数(技術導入)平均

年項/度目 1994-90 1989-85 1984-80 1979-75 

技術導入の届出契約件数 863.4 1733.6 1587.8 1304目8

技術導入の指導等契約件数
(46.7%) (54.3%) (65.9%) (63.6%) 

34.4 94.4 135 212.2 

指導等内容別件数山+(2) 44.2 109.8 165.8 268.8 

競争品の取扱い等の制限 7.6 35.2 39目2 43.6 

改良技術の制限 81) 42.2 75 157.8 

再販売価格の制限 8.8 6.4 5 5 

並行輸入の阻止 1.8 3.2 2 3 

販売先の制限 7.4 2.6 10.6 14 

(1) 
原材料等の購入先の制限 0.2 3.4 3 12.4 

正不公
不当解約 。 0.6 2.2 。
研究開発の制限 3.8 3 。 。

な

取方引法

対価の過当徴収 0.2 0.4 1.8 3.4 

品質の制限 。 。 3 4.2 

販売価格の制限 6 3.4 。 。
広告宣伝に関する制限 。 1.2 7 5目4

販売方法の制限 。 。 0.6 。
商標に関する制限 。 。 0.6 。
その他の制限 0.4 8.2 15.8 20 

(2)不当な取引制限 。 。 。 。
注.(1)1994年度の「特許権消滅後の使用制限または実施料支払義務」を含む。
( )は前表4の指導等契約件数に占める割合である。

する可能性があるとして，公取委が契約内容等

の指導を行った件数をみたものである。件数自

体は届出件数の減少と符合するように減少して

いた。指導内容の大部分は不公正な取引方法に

関係しており， I競争品の取扱い等の制限j，

「改良技術の制限j，I再販売価格の制限j，I並

行輸入の阻止j，I販売価格の制限j，I研究開発

の制限j，I販売先の制限j，I原材料等の購入先

の制限」などの契約内容に対して指導が行われ

ていた。とりわけ， 1985年以降「再販売価格の

制限j，I並行輸入の阻止j，I研究開発の制限j，

「販売価格の制限」に対する指導件数が増えて

L 、fこ。

5. 3.技術導入契約・輸入代理屈契約の指導

内容

表5と表6はそれぞれ「技術導入契約」と

「輸入代理居契約」に関する指導内容をみたも

のである。 1985年以降をみると「技術導入契約」

では指導件数自体減少している。指導内容のう

ち， I改良技術の制限j，I競争品の取扱い等の

制限Jが多くなっているが，増加している項目

のみをみると， I再販売価格の制限j，I並行輸

入の阻止j，I研究開発の制限j，I販売価格の制

限」などであった。「輸入代理屈契約」では指

導件数自体増加しており，その項目をみると，

「競争品の取扱い等の制限j，I再販売価格の制

限j，I並行輸入の阻止」などであった。

「技術導入契約」が多く結ばれる理由は我が



98(98) 経済学研究 49-1 

表6.指導内容別件数(輸入代理屈)平均

項年/度目 1994-90 1989-85 1984-80 1979-75 

輸入代理庖の届出契約件数 290.4 546 501.4 684.6 

輸入代理庖の指導等契約件数
(27.1%) (31.1%) (25.2%) (29.6%) 

20 54.2 51.6 98.6 

指導等内容別件数(1)+(2) 23.4 62.0 59.2 122.6 

競争品の取扱い等の制限 7.8 35.0 30 45.8 

改良技術の制限 0.8 5.6 9.2 4.2 

再販売価格の制限 4.4 8.2 6.8 28.8 

並行輸入の阻止 4 5.4 4.8 18.2 

販売先の制限 0.8 1.2 2.8 5.2 

(1) 
原材料等の購入先の制限 。 0.8 1.4 2.4 

不公正
不当解約 。 l 0.2 。
研究開発の制限 3 2 。 。
な

取z 対価の過当徴収 。 。 。 0.2 

品質の制限 。 。 。 0.2 

販売価格の制限 1.2 。 。 。
広告宣伝に関する制限 。 l 1.6 2.6 

販売方法の制限 。 0.2 0.2 2.2 

商標に関する制限 。 。 。 。
その他の制限 l 1.4 2.2 12.8 

(2)不当な取引制限 0.4 0.2 。 。
注. 1976-79年の「その他の制限」には「事業活動の制限」を含む。
( )は前表4の指導等契約件数に占める割合である。

国企業の競争優位性の確保手段になるとともに，

外国企業にとっても収益を高める一手段になる

からである。若杉 (995)によれば，外国企業

のもつ技術上の優位性が対日直接投資の業種別

構成に反映されていた。対日直接投資にはサン

ク・コスト (sunkcost)をともなうが技術導

入契約であれば容易に投資収益率を高めること

ができるからである。

外国事業者が我が国国内の輸入代理屈を 1社

に限定し，当該1社のみに特定商品の輸入販売

権を付与する契約を輸入「総」代理屈契約と呼

ぶが，表7は「総」代理屈契約を結ぶ届出件数

を1989-85年についてみたものである。「総」代

理屈契約届出数，その指導を行った契約数，さ

らに指導内容別にみた件数とも毎年度増加して

おり，輸入代理居契約の指導をした件数のうち

大半が「総」代理屈に関係するものであった。

指導内容では「競争品の取扱い等の制限J，I再

販売価格の制限J，I並行輸入の阻止」など価格

競争制限的なものが多数を占めていた。

調査時点は少し古くなるが『年次報告」

0978， pp.173-174参照)から輸入「総」代理

屈の競争制限的側面について考えよう。調査結

果によれば， (1) I総」代理屈経由の商品の小売

価格は円高問題(第一次石油危機後の景気回復

期14)，1975年12月から78年10月にかけての対ド

ルレート:305.70→183.56) の発生する前後を

みると，下落しているものは極めて少なく，大

14) r経済白書Jl1995年度版， p目110参照。
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表7.輸入総代理屈契約の届出と指導内容

年項/度目 1989 88 87 86 85 

届出 輸入代理庖契約件数 635 646 560 483 406 

輸入「総」代理庖契約件数 508 497 420 386 336 

指導 指導等契約件数 76 57 39 25 32 

(輸入代理屈〕 (83) (77) (42) (30) (39) 

指導等内容別件数 94 66 45 25 33 

(輸入代理屈) (169) (89) (49) (30) (40) 

競争品の取扱い等の制限 32 37 28 21 26 

改良技術の制限 7 5 5 。
再販売価格の制限 17 7 7 2 2 

並行輸入の阻止 16 9 2 2 。
販売先の制限 4 。 。 。
原材料等の購入先の制限 3 。 。 。
不当解約 。 3 2 。 。
研究開発の制限 10 。 。
その他 5 2 。 。 4 

出所)公取委『年次報告Jl(1989年年度)p.124。同じく，輸入代理庖に関
する数値は『年次報告Jl(各年度版〉による。

部分が横パイないし上昇していた。 (2)一方，同

時期における並行輸入国商品の小売価格を「総」

代理屈のものと比較すると，前者は後者に比べ

てかなり安価になっていた。

また，別の調査 cr輸入総代理店の実態調査
結果J~年次報告J ， 1981，pp.193-195参照)に

よれば，並行輸入品のうち特売用(洋酒，コ。ル

15)外国企業の商品が日本国内に輸入されるルートには，

外国企業の白本国内における関連子会社や輸入総代

理屈等を通して行われるように，製造・販売元の外

国企業が予定していたルート(これを「正規の輸入」

ルートと呼ぶことがある)と他方で「正規の輸入」

ルートを通さずに別経路で輸入される場合とがある。

後者のうち，とくに外国企業が海外で販売した商品

を現地で購入し，代理屈を通さずに，直接，日本圏

内に輸入することを一般に並行輸入と呼んでいる。

また，輸入総代理屈のなかにはメーカーが自社商品

と同種の商品を独占的に輸入販売することもある。

これは「メーカー輸入」と呼ばれている。輸入総代

理店制度や並行輸入と競争政策との関係については，

輸入総代理屈及び並行輸入に関する調査研究会の

『報告書J.1987年を参照せよ。

フクラブなど)として販売されるものの価格は

「総」代理屈のものに比べて安価になるものが

多いが，それでも通常の販売用(ハンドパック，

ネクタイなど)のものは「総」代理店が取引に

応じないために販売価格は「総」代理屈なみに

なるものもあった。

「総」代理屈の圏内販売価格が並行輸入品に

比べて高くなる理由として，為替変動に対して

国内販売価格の長期的安定を図ろうとするため

であったり，円高による輸入価格の下落を国内

販売価格に反映できないのは圏内流通在庫の存

在があるからである，とするものが多かった。

5. 4.小括

製品輸入の急増期における国際契約の届出状

況とその指導内容とから我が国企業の対応につ

いてまとめる。国内の競争秩序に直接影響を与

える「対内契約」に注目すると，製品輸入の急

増期には国内企業は「技術導入契約」や「合弁

事業」契約によって国内での競争優位性を確保
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していた。また. I輸入代理屈契約」を結ぶこ

とによって為替変動にともなう国内販売価格の

長期的安定を図ろうとした。「対外契約」につ

いてみると. I合弁事業」や「技術援助」契約

が多く，円高による生産の海外拠点化の促進が

みられた。「技術導入契約Jと「輸入代理屈契

約」の指導内容より，企業の対応をみると「競

争品の取扱い等の制限j.I再販売価格の制限j.

「並行輸入の阻止」などやはり競争制限的な行

動が多くみられた。また. I輸入代理屈契約」

については，とくに「総」代理屈に関する届出

件数，指導件数とも増加しており事前に競争制

限的契約が指導修正されていた。つまり，外国

からの競争の強化に対し，我が国企業は外国企

業との聞で「不公正な取引方法」に該当する契

約を結ぶことによって，競争制限的な行動をと

り，国内での競争優位性を維持しようとしたこ

とが窺われる。

6.おわりに

本稿の分析は園内の競争秩序を維持する手段

として輸入と独禁政策とが代替的あるいは補完

的な関係のいずれにあるかという問題意識をもっ

てはじめた。そこで，第1に既存の研究成果を

サーベイすることによって輸入の増加が我が国

の産業組織に与えた効果について考察した。そ

の結果，輸入の増加は国内集中度や利潤率を押

し下げるなど，競争圧力として作用しうること

が確認できた。しかし，そうした競争圧力も集

中度の高い品目においては十分に作用しておら

ず，輸入の増加期においても依然として寡占的

弊害が残っていた。このことは輸入の増加によっ

て競争秩序を維持するためには独禁政策がその

補完的な役割をする必要のあることを示唆して

いfこ。

次いで，独禁政策の補完的役割のうち対内的

側面をみるために，製品輸入急増期における公

取委による独禁法違反事件の処理状況をみた。

その結果，公取委が「法的措置」をとった件数

も増えていたが，依然として行政指導的な処理

件数も多かった。公取委による事件処理は輸入

の増加による「対内競争圧力」の強化に対する

企業の対応振りを知る手がかりにもなる。それ

をみると，個別企業であれ事業者団体であれ輸

入の急増に対して価格面において競争制限的行

動をとり対内競争の強化に対応したことが確認

できた。

第3に，独禁政策の補完的役割のうち対外的

側面として我が国の企業が外国事業者と結ぶ国

際契約(とくに「対内契約j) の届出状況と公

取委によるその指導内容についてみた。対内競

争圧力の強化に対し，企業は「技術導入契約j.

「合弁事業契約」を結び国内での競争優位性を

確保したり. I輸入代理屈契約」によって園内

販売価格の長期的安定を図ろうとすることが確

認できた。対内的な対応と同様に企業は輸入品

が入ってくる段階においても価格を中心とした

競争制限的行動をとっていた。

国際契約における指導内容をみると，価格に

おいて競争を制限する行為(再販売価格の制限，

販売価格の制限など)と競争品の取扱いを制限

する行為とに分けることができる。後者には

「並行輸入の阻止Jも含まれるが，並行輸入自

体は「総」代理屈の価格形成に対して競争圧力

として機能する。消費財に限定すれば. I総」

代理屈，並行輸入のいずれであれ輸入品は消費

者の選好の強い有名ブランド品が多い。そこで，

輸入消費財については，いわゆるブランド内競

争を促進することによって，価格の低下という

消費者利益を守る必要がある。

したがって，今後の競争政策のあり方として

集中度の高い産業における価格に関わる競争制

限的行動や流通システムの監視とともに，競争

主体の形成，あるいは既存の流通システム内に

ある競争主体の発展を阻害する要因を排除して

いくということが考えられる。
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